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１ 後期高齢者医療制度の運営状況について 

 

⑴ 平成２４年度後期高齢者医療特別会計決算収支の状況 

＜決算収支＞ 

区 分 平成２４年度 

歳入総額（Ａ） ２９２，７０７百万円 

歳出総額（Ｂ） ２８２，５６７百万円 

形式収支（Ｃ＝Ａ－Ｂ） １０，１４０百万円 

返還金 （Ｄ） ６，６９２百万円 

実質収支（Ｃ－Ｄ） ３，４４８百万円 

 

＜決算収支のポイント＞ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 被保険者数、医療費等の推移     （カッコ内は前年度からの伸び率） 

 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

被 保 険 者 数 

（3 月 31 日現在） 

２９２，８５８人 

（３．３％） 

３００，８０８人 

（２．７％） 

３０９，５３６人 

（２．９％） 

医 療 給 付 費 
２，５８５億円 

（６．１％） 

２，７０４億円 

（４．５％） 

２，７８０億円 

（２．８％） 

一人当たり給付費 
９０１千円 

（３．０％） 

９１４千円 

（１．４％） 

９１４千円 

（０．０％） 

 

  

第１０回京都府後期高齢者医療協議会資料 

第３期保険料率上昇抑制のため剰余金を活用した結果、平成２４年度末の実質収支

は約２０億円となり、これについては、第４期（平成２６・２７年度）保険料率上昇

抑制のための財源として活用予定。 

 

 

 

このうち１３億９２００万円は、２５年度の保険料軽減

財源として活用。 

実質収支 ３４億４，８００万円の黒字 

形式収支は１０１億４，０００万円の黒字。 

→ そのうち６６億９，２００万円は国庫・京都

府・市町村・支払基金交付金の精算により返還 
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⑶ 保険料の収納率     

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

京都府 ９８．９４％ ９８．９７％ ９９．０９％ ９９．１２％ ９９．１７％ 

全 国 ９８．７４％ ９８．９９％ ９９．１０％ ９９．２０％ — 

 

 ⑷ 健康診査受診率の推移等 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

健康診査のみ １７．４％ １７．６％ １７．０％ １７．５％ １８．０％ 

健康診査+人間ドック １７．５％ １７．８％ １８．２％ １８．７％ １９．３％ 

 

 

２ 後期高齢者医療制度の動向について 

平成２２年１２月 高齢者医療制度改革会議の「最終とりまとめ」 

          → 後期高齢者医療制度は廃止する。 

 平成２４年 ２月 社会保障・税一体改革大綱を閣議決定 

          → 具体的内容について、関係者の理解を得た上で、平成２４年通常国

会に制度廃止に向けた見直しのための法案を提出する。 

       ８月 社会保障制度改革推進法が可決、公布、施行 

          → 民主、自民、公明の３党合意による議員立法。後期高齢者医療制度

については、同法で設置される「社会保障制度改革国民会議」におい

て中長期的に検討される。 

  平成２５年 ８月 社会保障制度改革国民会議の報告書 

→ 制度創設から既に５年を経過し十分定着しており、現行制度を基本

としながら必要な改善を行っていくことが適当とまとめられた。 

       １０月 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法

律案（プログラム法案）を提出 

→ 内閣総理大臣を本部長とする社会保障制度改革推進本部及び有識

者による社会保障制度改革推進会議を設置し、国民会議の審議結果等

を踏まえた社会保障制度改革を推進する。 

  同法案での高齢者医療制度については、必要に応じ、見直しに向け

た検討を行うとされている。  



3 
 

３ 今後の制度運営について 

⑴ 取組方針 

  ア 方向性 

 

 

 

 

第２次広域計画（計画期間：平成２４年度～２７年度の４年間）において、「関係機

関等との更なる連携を深め、保険者機能の向上を図ること」を明記。 

 

  イ 保険者機能としての役割 

   （国・広域連合における状況や被保険者の特徴など） 

   ○ 本制度の被保険者は、医療機関を受診される回数が多く、また、1 人当たり医療費

も高くなっており、他の医療保険制度と比べて最も医療を必要とされている。 

○ 制度の存続が確実となる中、国においては、保健事業の充実や医療費適正化などの

推進の方向性を示している。 

○ 広域連合は府内市町村からの派遣職員で構成され、また、運営経費も市町村からの

分担金で賄われる等、人員面・財政面において制約がある。 

 

☆ いつでも安心して医療を受けられるよう堅実な制度運営に尽力する。 

☆ 堅実な制度運営を土台して、短期間で効果を得やすい事業に優先して取り組む。 

☆ 市町村との連携強化を図り、市町村で実施される事業への支援を基本とする。 

 

 

 

 ◇ 保険者として担うべき役割＝保険者機能（努力） 

 

 

  

• 基幹業務を確実に遂行しつつ、更なる効率
的な運営に努める。 

堅実な制度運営 

• 広域連合の特徴や市町村ニーズを踏まえた
事業展開を図る。 

新たな取組の着実な推進 

• 被保険者のＱＯＬの向上のための健康寿命
の延伸に取組む。 

長期的な健康増進対策 

制度創設期 安定運営期 
安定運営に加え、持続性を見据

えた制度運営 
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ウ 取組状況など  

具体的には以下の３本の柱に系統づけて取組を推進している。 

 

◇平成２５年度における保険者機能の発揮による取組 

 事業名 取組状況など 

保
健
事
業
の
充
実 

健康づくり推進
事業 

健診受診率等の状況から取組が必要な地域において健診受診率向
上の取組や健診結果に基づく保健指導を実施 
・２４年度１０市町、２５年度８市町 

健康診査(追加
項目)への補助 

腎機能低下の早期発見のため、市町村が実施する血清クレアチニン
検査費用の一部を、広域連合が独自に補助する。 

給
付
の
適
正
化 

後発医薬品利
用差額通知 

指定する薬剤（生活習慣病や慢性疾患）について、１か月に１４日以上
処方され、後発医薬品に切り替えた場合の１薬剤、１処方ごとの差額が３
００円以上となる被保険者に対して実施。 
・約６千人×年３回  
・利用率（数量割合）２３．８％(２３年１０月) → ２７．４％(２５年７月) 

第三者求償 

交通事故等、傷病の原因が第三者の行為によるものについて、第三
者に対する医療費の求償を進めるため、被保険者に傷病の原因の調査
文書を送付し、必要な届出を促す。 
・２０～２４年度 約４百件、約５億６千万円収入 

鍼灸等療養費
審査 

鍼灸、あんま・マッサージの支給申請に対する審査を強化するととも
に、患者照会を実施する。 
・２４年度は約７万４千件の審査を行い、うち約６千件に患者照会。 

療養費の医療
費通知 

自身の療養費支給状況の確認や制度の理解促進を図るため、柔道整
復、鍼灸、あんま・マッサージの施術を受けた被保険者に対して、年２回
実施。 
・２５年度は１回目を１０月に実施。（約３万７千人） 

市
町
村
等
と
の
連
携
強
化 

市町村におけ
る健康対策事
業等への支援 

市町村で実施される後期高齢者医療被保険者を対象とした健康対策
事業等の取組を支援する。 

意見を聴く場
の設置 

市町村担当課長等との協議の場を設け、広域連合の運営方針の共有
や市町村ニーズの把握に努める等一層の連携強化を図る。 

広報機能強化
事業 

広域連合が指定する内容の広報を実施した市町村に対し、市町村規
模に応じた経費を補助する。 

 ※ 網掛けは２５年度からの新規事業 

 

保健事業の充実
・健康づくり推進事業

・健診（追加項目）への補助

給付の適正化
・後発医薬品利用差額通知

・第三者求償確認事務

・鍼灸委託審査

・療養費の医療費通知

市町村等との連携強化
・健康対策事業への支援

・意見を聴く場の設置

・広報機能強化事業
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  ◇２６年度予算に向けた検討の方向性 

 ○ 先述の３本柱のうち、「市町村等との連携強化」及び「給付の適正化」については、

これまでの方向性で取組を強化していく。 

○ 「保健事業の充実」について、健康づくりモデル推進事業については廃止を検討し

ている。 

○ 健康づくりモデル推進事業については、生活習慣病重症化予防を目的に、主として

健診受診率の向上に着目して事業を進めてきたが、次のような課題が浮かび上がって

きた。 

・重症化予防と健診の受診率とはリンクするものではない。 

・保健指導の実施には、高齢者を取り巻く地域課題が大きく影響するため、画一的な

取組では不十分である。 

○ 更に、後期高齢者の場合には、医療だけではなく生活機能の低下により介護を利用

されている方も多く、高齢者の健康づくりを推進する上では、介護や福祉等の他の領

域との連携が有効と考えられることから、これらを踏まえた取組を検討していきたい

と考えている。 

 

⑵ 京都府との連携強化 

  ① 経過 

➊ 将来にわたり持続可能な医療保険制度の確立を目的として、とりわけ医療費の中で

大きな割合を占める高齢者の医療保険制度において、京都府に求められている役割等

を議論するために、有識者による検討会が設置され平成２４年６月に、「京都府の参

加に向けて、早急に協議・調整を行うことを期待」との報告書がとりまとめられた。 

   ❷ ❶を受け、本年１月に連携に向けた副知事、副市町村長等による懇談会において、

京都府の広域連合への加入に向けた当面の方策として以下の２点が示され、本年８月

に保健医療対策推進協議会及び具体的な議論を行う幹事会を設置して議論を行って

いる。 

     ア 副知事の副広域連合長就任 

     イ 対策協議会の設置（健康づくり対策の強化等） 

   

② 議論の状況 

 ○ 本広域連合においては、健康づくりの推進については、市町村がそれぞれの地域実

状に応じて実施している事業への支援により進めており、この方向性を維持したいと

考えている。 

  ○ また、後期高齢者の健康づくりの推進については、先述のとおり医療保険分野以外

の他の領域との連携が重要と考えており、市町村とともに京都府に対しリーダーシッ

プの発揮を求めている。 

   ○ 連携強化に当たっては、市町村の新たな負担とならず、また、本広域連合の保険者

機能向上と結びつき、ひいては本制度の安定的な運営へとつながるように協議を行っ

ていく。 
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４ 保険料改定について 

⑴ 現行の保険料率、一人当たり保険料額 

 平成 24・25 年度 平成 22・23 年度 増加額 

保 険 料 率 

均 等 割 額 ４６，３９０円 ４４，４１０円 １，９８０円 

所 得 割 率 ９．１２％ ８．６８％ ０．４４ﾎﾟｲﾝﾄ 

限 度 額 ５５万円 ５０万円 ５万円 

一 人 当 た り 軽 減 後 

保 険 料 額 
７５，０３３円 ７１，４４１円 

３，５９２円 

（５．０％増） 

 

⑵ 次期保険料改定 

① 概要 

  後期高齢者医療制度では、財政運営期間を２年間としており、この間に要する医療給

付費等を推計し、２年ごとに保険料率の改定を行っている。 

 【イメージ図】 

 

② 課題 

 ❶ 保険料について 

  国においては、低所得者対策として均等割額の法定軽減の拡充を検討しているが、全

体的には、高齢者負担率（高齢化の進展によって上昇）、消費増税による影響等によっ

て、保険料の上昇は避けられない状況にあり、国及び京都府に対して財政支援を要望し

ていく。 

❷ 不均一保険料率の終了 

平成２０年度からの６年間の経過措置として、老人保健時代（平成１５～１７年度）

の一人当たり給付費が京都府内全体の平均よりも２０％以上低く乖離している市町村

に対し、均一保険料率よりも低い料率を設定している（均一との差額については国及び

京都府が１／２ずつ負担）が、次回改定から府下均一保険料率となる。 

保険料
収納
必要額

費用の
見込額

収入の
見込額

①医療給付費等総額

②財政安定化基金拠出

金

③特別高額医療費共同

事業拠出金

④保健事業に要する費

用

⑤審査支払手数料

⑥その他（葬祭費）

①国庫負担金（３/１２）

②調整交付金（１/１２）

③府負担金（１/１２）

④市町村負担金（１/１２）

⑤後期高齢者支援金

⑥特別高額医療費共同

事業交付金

⑦その他
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市町村 均等割額 
所得割
率 

㉔一人当た
り給付費 

平均との
乖離率 

綾 部 市 44,430 円 8.74％ 671,000 円 —26.63％ 

宮 津 市 44,260 円 8.71％ 802,744 円 -12.22％ 

京 丹 後 市 44,470 円 8.75％ 772,659 円 -15.51％ 

南 山 城 村 44,410 円 8.74％ 714,592 円 -21.86％ 

京 丹 波 町 44,400 円 8.73％ 657,779 円 -28.07％ 

伊 根 町 43,670 円 8.59％ 675,859 円 -26.09％ 

与 謝 野 町 43,720 円 8.60％ 728,846 円 -20.30％ 

京 都 府 内 46,390 円 9.12％ 914,493 円 － 

  

③ 今後のスケジュール 

 平成２５年１２月下旬に国（厚生労働省）において以下のことが確定 

   ○ 次期財政運営期間における高齢者負担率の決定・政令改正 

   ○ 診療報酬改定の決定 

   ○ 平成２６年度当初予算案閣議決定 

    ○ 平成２６年度当初予算案を踏まえた新保険料率の算定に使用する確定数値の提示 

                   ↓ 

    ２６年 １月 第１１回医療協議会 

        ２月 広域連合議会（当初予算案の議決・条例改正） 

        ３月 新保険料率に係る広報 
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（ 参 考 ） 

 

被保険者数等の市町村別状況【２４年度】 

      

市町村 
被保険者数
（人） 

一人当たり 
給付費 
（円） 

保険料 
収納率 
（％） 

健康診査 
（％） 

健康診査+ 

人間ドック 

（％） 

京都市 １６７，０６２ ９９４，１７８ ９９．０３ １１．４ １２．８ 

福知山市 １２，０８２ ７５７，６１７ ９９．４０ １５．３ １６．７ 

舞鶴市 １２，７４９ ７５３，０２８ ９９．５５ ３８．４ ３８．８ 

綾部市 ６，９７１ ６７１，０００ ９９．７４ １０．６ １２．４ 

宇治市 １９，７９０ ８６５，３１９ ９９．１８ ２６．０ ２７．０ 

宮津市 ４，２２６ ８０２，７４４ ９９．６２ １１．０ １１．４ 

亀岡市 ９，５４０ ８３４，３１６ ９９．１５ １５．９ １６．７ 

城陽市 ８，８４３ ９００，６５９ ９９．１５ ３４．５ ３５．６ 

向日市 ５，４８２ ８９４，０３９ ９９．１３ ４５．６ ４６．５ 

長岡京市 ８，０２９ ８４６，８４０ ９９．７７ ５０．８ ５２．４ 

八幡市 ７，１１３ ９５４，１０２ ９９．１５ ２０．３ ２１．７ 

京田辺市 ５，７７３ ９１１，９５３ ９９．４９ １５．７ ２１．４ 

京丹後市 １０，７２３ ７７２，６５９ ９９．３６ １５．７ １５．７ 

南丹市 ６，１７７ ７６７，１５４ ９９．５６ １９．１ ２０．３ 

木津川市 ６，３３６ ８９１，２７３ ９８．９５ ３１．４ ３３．４ 

大山崎町 １，８７４ ９０１，６７５ ９９．８３ ５１．９ ５３．５ 

久御山町 １，６８８ ８６０，８６４ ９８．７９ ４１．４ ４２．８ 

井手町 １，０６５ ９７８，２２３ ９９．８４ ４２．４ ４３．１ 

宇治田原町 １，１４０ ９１７，５６４ ９８．８０ ２４．４ ２５．２ 

笠置町 ３７６ ８５２，２５１ ９７．１４ １４．２ １５．３ 

和束町 ８０１ ８５４，１７４ ９９．５７ ３９．０ ３９．５ 

精華町 ２，９２２ ８２５，４６３ ９９．３３ ２１．５ ２３．３ 

南山城村 ６１５ ７１４，５９２ ９９．９６ ２４．２ ２４．４ 

京丹波町 ３，２９２ ６５７，７７９ ９９．２０ ３０．１ ３１．０ 

伊根町 ６６９ ６７５，８５９ ９９．０６ ２５．０ ２５．１ 

与謝野町 ４，１９８ ７２８，８４６ ９９．７８ １８．４ １８．４ 

京都府全体 ３０９，５３６ ９１４，４９３ ９９．１７ １８．０ １９．３ 

   ※ 京丹後市は人間ドック未実施 

 


